
	 はじめに

携帯電話や無線 LAN等の急速な普及による無線周
波数の逼迫対策や高速通信を可能とする広い信号帯域
が確保できる利点を理由に、ミリ波帯やテラヘルツ波
帯の無線通信利用が検討されている。従来、高い周波
数の電波は光波の性質に近づき、直進性が高くなるた
め移動通信には向かないと考えられてきたが、
2019 年世界無線通信会議（WRC-19）[1] において検討
される議題の中には、IMT周波数に対する 24.25–86 
GHz 帯候補周波数の追加特定や、移動及び固定業務
への 275–450 GHz 帯の周波数特定等が予定されてお
り、技術革新によるミリ波・テラヘルツ波の移動通信
利用に大きな期待が集まっている。これらミリ波・テ
ラヘルツ波帯の利用を検討するにあたり、通信回線の
設計や周波数共用のための干渉評価が必要となるため、
電波伝搬特性の明確化が求められている。本稿では、
現在NICT で進められているミリ波・テラヘルツ波
帯の電波伝搬研究について報告する。

	 ミリ波電波伝搬に関する研究

ミリ波帯の電波伝搬の研究として、現在、鉄道路車
間通信に関する伝搬特性の明確化と市街地環境におけ
るミリ波移動通信に関する伝搬特性の明確化を進めて
いる。これらはWRC-19 の議題 1.11、1.13 に関連する
研究内容であり、議題 1.11 は列車–沿線間の鉄道無線
通信システムのための世界的または地域的な周波数利
用の協調、議題 1.13 は IMTの将来開発に向けた IMT
周波数の特定を目的としている。ここでは各伝搬特性
の特徴とその伝搬モデル開発について述べる。

2.1	 鉄道用路車間通信のための伝搬特性 [2]
WRC-19 に向けて、移動業務に既に割り当てられて
いる周波数を鉄道用路車間無線システムのために世界

的または地域的な周波数調和を行うことが ITU-R に
おいて検討されている。日本では 1980 年頃からミリ
波帯の鉄道無線通信への応用が検討されており、近年
では鉄道の路車間無線通信用に 40、 90 GHz のミリ波
帯を利用することが検討されている。特に 90 GHz 帯
には広帯域にわたって移動業務として周波数が割り当
てられており、議題 1.11 に関連して比較的新しく検
討が始まった周波数帯として、伝搬特性の明確化等を
含め研究開発が行われている。NICTでは関係各社と
共同で 90 GHz 帯における高架橋環境の伝搬実験を
行った。
伝搬測定では、高速鉄道車輌が走行する環境として、
高架橋環境を想定した実験線で行った。ミリ波を利用
する鉄道用路車間通信では、指向性アンテナを線路の
方向に向けて、路線に沿った通信エリアを形成するこ
とが考えられており、本実験でも図 1に示すように、
線路方向に指向性アンテナを向けて設置して測定を
行った。図 2に示す測定システムを用いて、伝送距離
に対する伝搬損失を測定した結果とその推定曲線を
図 3 に示す。図には送受信アンテナ高を 1 m 及び
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図 1　高架橋環境での伝搬実験
（Copyright（C）2017 IEICE, [2] Fig. 4）
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2 mの同じ高さに設定し、送信信号を垂直偏波とした
場合の伝搬損失特性を示している。また、図には比較
参考値として次式で求められる自由空間損失（パスロ
ス係数 n=2 の場合）の理論値も示した。

	 dB][log10
0

100 d
dnLPL  � （1）

	 dB][8log20 100  fL � （2）

ただし、参照距離は d0 =10 （m）とし、周波数の単位
は f （MHz）としている。
伝搬損失の測定結果に対して、参照距離を d0 = 10

として、最小二乗法によりパスロス係数を求めると、
アンテナ高 2 m の場合に n = 1.52、 1 m の場合には
n = 1.13 と推定された。この結果アンテナ高が低いほ
どパスロス係数が小さくなることが明らかとなった。
この他、偏波が異なる場合や変調信号による遅延波測
定等も行い、その結果を基に伝搬損失モデル及び遅延
スプレッドの解析結果を ITU-R SG3 WP3 Kに提案し
た。

2.2	 市街地ミリ波移動通信のための伝搬特性 [3]
ミリ波帯（24.25–86 GHz）の IMT周波数追加特定が

WRC-19 議題 1.13 で審議される予定であり、新たな
周波数の特定には共用検討が必用なため、伝搬モデル
の開発が必要となっている。本節では、追加周波数と
して検討されている各ミリ波帯候補周波数について、

伝搬特性を明確にするために行った市街地環境での測
定結果例について述べる。
測定項目として、①回線設計や干渉評価に必要とな
る伝搬損失モデルを開発することを目的とした伝搬損
失測定と、②無線装置の物理層仕様を検討するのに有

図 3　90 GHz 帯伝搬損失特性（垂直偏波で測定）
（Copyright（C）2017 IEICE, [2] Fig. 5）
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図 2　90 GHz 帯伝搬測定システム
（Copyright（C）2017 IEICE, [2] Fig. 4）
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図 4　送信基地局
（左）建物外観　　（右）送信アンテナ

（Copyright（C）2017 IEICE, [3] Fig.4）
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図 5　受信移動局
（上）受信アンテナ（下）移動局測定車内
（Copyright（C）2017 IEICE, [3] Fig. 8）
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図 6　移動局の測定ルート
（Copyright（C）2017 IEICE, [3] Fig. 9）
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用なチャネルモデル（インパルス応答）を開発するた
めの電力遅延プロファイル測定が行えるように電波伝
搬測定システムを構築した。
伝搬測定は、神奈川県横須賀市の市街地環境で行っ
た。基地局と移動局の様子について、図 4、5に示す。
測定では移動局は図 6に示す実線のルートを走行し、
図中の赤実線は送受信間に見通しがある場所を示して
おり、青実線は見通しのない場所を示す。図 7、8 に
は取得したデータを見通し、見通し外環境に分類して、
伝送距離に対する伝搬損失を求めた結果を示す。また
各周波数での伝搬損失モデルを開発するため、次式の
伝搬損失モデルを基に最小二乗法で近似して求めた近
似直線も併記した。

	 dB][log10
0

100 d
dnLPL  � （1）

	 dB][28log20 100  fL � （2）

ここに、L0 は参照距離 d0 = 1 m での伝搬損失である。
nはパスロス係数であり、モデルのパラメータとなる。
dは送受信アンテナ間距離として定義する。周波数 f 
の単位はMHzである。
抽出したパスロス係数 nに注目すると、見通し環境
では自由空間の場合（n = 2）よりも僅かに大きくなり、
n = 2.1 ～ 2.4 程度となった。見通し外環境では n = 3.1
～ 3.3 程度となり、伝搬損失は増加するが、直進性が
高いミリ波でも全く受信できなくなるわけではなく、
建物による反射波や建物屋上の回折波が受信されてい
ることがわかった。本測定で得られた結果は、今後の
無線装置開発において、回線設計や干渉評価の検討に
役立てていく予定である。また、得られた結果の一部
は議題 1.13 に必要な屋外近距離伝搬モデルを検討し

ている ITU-R SG3 のWP3 K CG 3 K-6 に提案した。

	 テラヘルツ波電波伝搬に関する研究 [4][5]

テラヘルツ波の電波伝搬の研究では、NICT では
300 GHz帯を中心とした無線通信システムの実現を目
指しており、300 GHz 帯電波伝搬特性の明確化を目的
と し て い る。 こ れ は WRC-19 議 題 1.15 の 275–
450 GHz における陸上移動及び固定業務への周波数の
特定に対応した研究内容でもある。本章では 300 GHz
帯屋内伝搬の特性とその伝搬モデルについて述べる。
300 GHz 帯広帯域無線通信システムの利用方法の
ひとつとして、サーバルームにおけるサーバ間の高速
データ通信が検討されている。そこで図 9に示すよう
なサーバルーム環境において、サーバ筐体上に送受信
機が設置されることを想定して、伝搬損失の距離特性
を測定した。各サーバ筐体は金属製であり、図 10 に

3

図 9　サーバルーム環境
（Copyright（C）2017 IEICE, [4] Fig.1）

図 7　市街地見通し環境の伝搬損失測定結果
（Copyright（C）2017 IEICE, [3] Fig. 10）
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図 8　市街地見通し外環境の伝搬損失測定結果
（Copyright（C）2017 IEICE, [3] Fig. 10）
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示すようにほぼ直線状に並んで配置されているが、設
置間隔は均一ではない状態である。測定中は送信局の
位置を固定し、受信局を移動させて最大 22 m までの
伝送距離で受信電力の変化を観測した。伝搬損失測定
は、300 GHz 帯の信号発生器から送信した無変調連続
波をスペクトラムアナライザで受信することで行った。
送受信アンテナには利得 25 dBi（ビーム幅 10°）のホー
ンアンテナを使用し、送信電力は－15 dBmとした。
測定した受信電力より求めた伝搬損失の距離特性を
図 11 に示す。アンテナ高さは送受共に床から 215 cm
の位置であった。図中には直線近似により求めた伝搬
損失の推定式も示している。伝搬損失のモデルは、
ITU-R 勧告 P.1238 のモデルを基本にしており、参照
距離 1 m での理論的な伝搬損失（L0 = 82 dB）を起点
として、最小二乗法により測定値からパスロス係数
（N）は、N = 20.2 となり、自由空間の場合（N = 20）よ
り僅かに大きい結果となった。また直線近似の曲線か
ら値が大きく外れる測定場所が存在していることから、
送受信機がサーバ筐体に近い位置に配置されることで、
反射波の影響が含まれることが推測された。詳細な伝
搬損失の変動状況を確認するために、図 12 のように
送受信アンテナを配置して、正規反射点にサーバ筐体
が存在する場合と、存在しない場合についてハイトパ
ターン特性の検証を行った。その結果、直接波のみが

受信される場合と直接波とサーバ筐体からの反射波が
受信される場合で明確な違いが発生することが確認さ
れ、サーバ筐体の配置間隔と送受信アンテナ高は、サー
バ間での通信を検討するうえで重要なパラメータとな
ることがわかった。またレイトレース法による計算結
果からも、変動の原因はサーバ筐体からの反射波の影
響であることが明確になった。この他にもオフィスや
廊下環境での伝搬測定を行い、得られた結果をまとめ
て ITU-R SG3 WP3 Kに提案した。その結果、屋内近
距離伝搬損失の推定法を示す ITU-R 勧告 P.1238 の次
期改定案に提案モデルが含まれることが合意された。

	 まとめ

WRC-19 の開催に向けて、議題 1.11、1.13、1.15 に
関連したミリ波 ･テラヘルツ波の電波伝搬の研究が加
速しており、開発された伝搬モデルは今後導入される
無線通信システムの無線回線設計や干渉検討に役立て

4

図 10　サーバ筐体配置状況
（Copyright(C)2017 IEICE, [4] Fig. 2）

図 11　伝搬損失測定結果
（Copyright（C）2017 IEICE, [4] Fig. 5）

図 12　レイトレース法による測定結果の検証
（Copyright（C）2017 IEICE, [4] Fig. 12）
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られるものと思われる。
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